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1　はじめに
　本稿の第二号では，前号『政権や政党が与える
労使関係への影響（1）』で提示された仮説を，
オーストラリアとニュージーランドの労使関係分
権化の比較で実証する。前号では，労使関係分権
化の成否が，保守政党が過半数を満たせず中道政
党が拒否権を持てたか否かに依存した，という仮
説を提示した。オーストラリアでは比例代表を取
る上院で民主党が労使関係改革に抵抗したこと
で，労使関係分権化は不完全なものに終わった。
それに対して，ニュージーランドでは小選挙区制
を取っており，社民労働と保守の二大政党が過半
数を取ることが可能であった。労働党政権は新自
由主義改革に着手したが，労使関係分権化には積
極的ではなかった。しかし1990年に単独過半数議
席を取った保守の国民党政権が，労使関係を企
業・個人別レベルにまでに完全に分権化した。こ
のように前号で示された労使関係分権化の仮説を
両国の労使関係改革の比較から実証する。
2　ブライとワルスの研究から見る
オーストラリアとニュージーラ
ンドの共通点と相違点
　マーク・ブライとパット・ワルスは，1998年の
論文でオーストラリアとニュージーランドを比較
し，労使関係におけるネオリベラル改革の差異を
分析している（Bray and Walsh 1998）。両国は
1970年代から1980年代にかけて経済的に危機を迎
えていた点で同様である。さらに両国は政治的に
も類似している。オーストラリアでは，1940年代
以降都市部を基盤とした自由党と地方を基盤とし
た国民党間の連合が形成された。ニュージーラン
ドでは1936年代以降，都市部と農村ビジネス間の
政治連合が国民党内で形成された。一方両国とも
労働組合と直接的な関係のある，労働党が形成さ
れた。そして両国とも保守政党と労働党が政権交
代を繰り返してきた。このようにオーストラリア
とニュージーランドは政治的にも似通っていた。
しかし，ブライとワルスによると，いくつかの政
治的な違いがあったという。第一の点は，オース
トラリアでは法定憲法に基づいて連邦と州議会の
間で権力が共有されているのに対し，ニュージー
ランドは単一の全国政府で中央集権的なシステム
を持っていることである。第二の点は，オースト
ラリアは上下二院議会であるのに対し，ニュー
ジーランドは1951年以降一院制であることであ
る。ブライとワルスによると，上下二院議会に
よって，オーストラリアは権力の行使へのチェッ
ク＆バランスが取れるのに対し，ニュージーラン
ドでは「選挙で選ばれた独裁」（Mulgan 1990）
となる。このブライとワルスの論文は，労使関係
を初めとした領域にネオリベラル経済政策が浸食
する際の二国間のスピードの違いをテーマに扱っ
ている。彼らは二国間の実証分析から，説明要因
として，両国の制度的（上述した権力分有か，中
央集権的か）な違いと，予想できない歴史的偶然
（労働組合の構造や，経営者団体の団結性）を挙
げている。このブライとワルスの論文において
は，制度的な要因がネオリベラルな改革のスピー
ド・急激さに影響を及ぼすことが強調されてい
た。
　ブライとワルスは制度的な違いを強調している
が，政党の党派性には注目していない。例えば，
ニュージーランドの1980年代労働党政権下におい
ては，ブライとワルスの論文や本稿第一号2章で
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述べられた通り，労使関係はそれほど分権化しな
かった。ブライとワルスの論文では，党派性より
小選挙区制でのネオリベラルな改革を強調するた
めに，80年代労働党政権下でのラディカルな改革
の結果が労働市場以外での規制緩和として扱われ
ている。労使関係分野での分権化改革がこの時期
に遅かったのは，政権が労働党だからだと言えよ
う。私は以上のことから，政権政党の党派性が特
定領域の改革の進展を左右することも考察する。
3　オーストラリア：労使関係が
分権化しない自由市場型経済
3.1　政党のイデオロギー位置
　オーストラリアにおける二大政党はオーストラ
リア労働党とオーストラリア自由国民連合（保守
連合と略）である。労働党は社会主義インターナ
ショナルに加盟しているため，社会民主主義政党
であり，左派と置くことができる。自由国民連合
は国際民主同盟にのみ加盟しているため，保守政
党と置くことができる。
　一方オーストラリア上院でキャスティングボー
ドを握る民主党は保守と社民・労働の間に立つ中
道を志向してきた。ポールとミラーの文献による
と，「（オ スートラリア）民主党は労働党と非労働党
の二大政党制に対して激しい非難を続けてきた1」。
民主党は，1970年代多くの「中道諸政党（The 
Parties of the centre）」の結集に端を発する2。彼
らの新たなリーダーであるドン・チップによると
「二大政党は失敗した。オーストラリア労働党は
組合への隷属状態（Thrall）にあり，自由党は
ビッグビジネスへの隷属状態にある3」のだとい
う。1990年代を通じて，民主党の成果は社会自由
主義に沿っていると言う4。その社会自由主義は
以下のように中道として述べられている。「原住
民の権利や労使関係のような，二大政党が激しく
対立し民主党が中道の立場を取るところでは，こ
の党は最も大きなインパクトを持つことができ
た5」。上院のムーレイ（オーストラリア民主党の
労使関係担当）にとっては，「労使関係は自由国
民連合の右翼的なアジェンダからより中道的なア
ジェンダに引き戻すことができた，最も偉大な実
績なのだ6」という。以上の文脈より，オースト
ラリア民主党の立場である社会自由主義＝中道と
は，労働組合側＝左，経営者側＝右の中間に位置
するものと見ることができよう。表 1 は1996年・
1998年・2001年各上院選挙の議席獲得数である。
3.2　労使関係改革の背景
　オーストラリアにおける改革の流れは1970年代
から始まり，1990年代には労使関係にも及ぶ。
1980年代初頭までオーストラリアは製品市場と労
働市場を極度に規制していた（テイラー 2009）。
労働市場においては強制仲裁制度（以下アワード
と呼ぶ）による中央集権的な賃金交渉が支配的で
あった。しかし西欧の貿易関係は変化し，アジア
諸国が急成長し，国家間のビジネスの本質は金融
市場と産業規制から乖離したことから経営者達は
商品と労働コストの調整を必要とするようになっ
た7。1970年初めからは関税，1970年代中頃から
は金融制度改革，1980年代初めからは運輸・通
信・公益事業・競争力向上政策，1980年代中頃か
らは港湾，1990年代からはコーポレートガバナン
ス・労使関係の改革が始まっていく（テイラー
2009）。
表1　1996年・1998年・2001年各上院選挙における各政党の議席獲得数
1996年上院議会選挙結果 （議席数） 1998年上院議会選挙 （議席数） 2001年上院議会選挙 （議席数）
自由国民連合 37 自由国民連合 35 自由国民連合 35
労働党 29 労働党 29 労働党 28
民主党 ７ 民主党 9 民主党 8
緑の党 2 緑の党 1 緑の党 2
ハラディングループ 1 ハラディングループ 1 ハラディングループ 1
一つの国家 1 一つの国家 1
シャイネムルフィ 1
Total 76 Total 76 Total 76
（出所 http://www.aec.gov.au/Australian Electoral Commission）
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3.3　ホーク・キーティング労働党政権（1984
年～1996年）：アコードと協調的分権化
　1983年，労働党とオーストラリアの全国的労働
組合であるACTU（Australian Council of Trade 
Unions，オ スートラリア労働組合評議会）との間で
中央集権的な交渉が始まった。この交渉はアコー
ドと呼ばれ，1983年・1985年・1987年・1988年・
1989年・1990年・1991年・1993年・1996年の計 9
回行われた（Hampson 1997:545）。ケンワーシ
（2001）の賃金調整スコアと団体交渉 OECD 指
標でも，1991年まで中央集権的な交渉が行われて
いることが確認できる8。しかし一方で，高い失
業率と労働市場以外の改革から，産業全体に均一
的な賃金を設定する賃金裁定を容認できるもので
はないという認識も拡がった（テイラー 2009）。
　1990年代労働党のホーク・キーティング政権の
下でいくつかの新自由主義的な変化が始まった。
産業別・企業別交渉が導入されたので，全国的賃
金交渉は優先度を失った9。しかしこの分権化は
アコードの下での「協調的な」ものであり，完全
なる企業・個人別レベルの交渉へ移行するもので
はなかった。アコードは労働党政権が1996年の選
挙で敗北するまで続けられた。
　
3.4　ハワード保守連合政権一期目（1996年～
1998年）：下院保守過半数政権による労
使関係企業別・個人別レベル分権化へ向け
た試み
　1996年 5 月，一向に下がらない失業率を背景
に，労使関係の改革を訴えるハワード保守連合政
権が誕生した。ハワードは「本質的に第一次世界
大戦前から続く古い形態の労使関係を排除しない
限り，我々はこの国が必要とする長期的経済成長
の類を見ることはないだろう」と訴えた（ジョ
ン・ハワード1996年 5 月 5 日発言10）。ハワード
が使ったレトリックは，以上のように現状の悪い
経済を向上させるためには労使関係の分権化が必
要だということである。これはニュージーランド
の国民党が1991年に政権獲得時に労使関係を分権
化しようとしたレトリックと酷似していると言え
よう。1996年の連邦総選挙では上院の選挙も行わ
れた。表 1 に示されるように，保守連合は単独過
半数を握ることができなかった。
　労使関係大臣のリースは1996年 5 月23日民主党
に， 6 月30日までに立法を通すことを求めた。そ
の案は同日議会へ提出された11。その法案の主な
特色は次の5点である。第一の点はアワードを削
減し，被用者と雇用者の職場交渉範囲をより拡大
させることである。第二の点は非労組サイドをカ
バーする個人契約レベルのオーストラリア職場協
定を伴った新企業別交渉システムである。第三の
点は労組権力を抑制すべく，強制的組合加入主義
を終焉させ，個々の労働者に独自の組織を選ぶ権
利を与え，組合組織が職場に入ることを制限する
ことである。第四の点は違法な労使紛争に対する
より厳しい刑罰である。第五の点は新しい不当解
雇システム12である。以上の5点全て労働者と使
用者の個別交渉へ移行させようとする傾向がある
が，第二の点では企業別交渉への強い要望が述べ
られている。また第一の点と第三の点では，ア
ワードの削減を通じてそれを統括する労使関係委
員会（AIRC）に影響力を持つ労働組合を，交渉
システムから排除することが目指されていた。
　この案は雇用者グループに支持される13一方，
労働組合と野党に強く批判された。上院でキャス
ティングボートを握る民主党党首上院議員ケル
ノットは，彼女の政党が委員会の強制介入権力を
弱体化させることに，一貫して反対すると述べた14。
法案が提出された後，上院が詳細を調べるために
その法案を委員会へ棚上げしたことで政府はダ
メージを受けた15。労使関係担当大臣リースは民
主党と野党と ACTU などによる「立法が連邦の
労使関係委員会を無効化するのではないか」とい
う心配に反論し，委員会は労使紛争を解決するた
めに，より大きな権力を与えられるだろうと主張
した16。このような主張にも関わらず，上院での
労使関係改革は膠着状態に陥った。一方，労働組
合は労使関係改革反対デモを打ち出した。しかし
暴力事件に発展し，労働組合から世論への訴えか
けは失敗した。
　上院の民主党と保守連合の折衝の結果，新しく
職業関連法が成立した。この法は，労使関係委員
会の役割を縮小し，経営者達により広い交渉関係
の自由を与えた。アワードのセーフティネットは
継続したが，その事項は20までに減らされた。こ
の職業関連法は，経営者達に初めてアワードの条
項から非労組従業員を免除する個別的雇用契約を
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交渉するメカニズムを与えた。しかしオーストラ
リアの職場関連法では従業員と経営者がアワード
から「脱退して」，新しい個人契約を作らねばな
らなかった。このことは職場関連法の人気を限定
的 な も の に し た（Bray and Walsh 1998: 375-
376）。
3.5　ハワード保守連合政権２・３期目（1998
年～2004年）：分権化施策の停滞
　1998年に連邦選挙が行われ，保守連合が再び勝
利した。保守連合か労働党の二党選好では労働党
が約51％，保守連合が約49％であった。出口調査
では敗北が予測されていたにも関わらず，保守連
合政権は勝利することができた。そして保守連合
政権は下院で引き続き多数派を占めた。上院の
1998年選挙結果は表1のとおりである。
　保守連合の労働市場に関する公約「より多くの
仕事，よりよき給料」では，1996年の提案より穏
健な戦略が並んだ。上院のメグリース（民主党党
首）は「雇用の拡大はそれが自発的である限り支
持する」と述べ，保守連合の選挙政策綱領の一つ
である「ストライキ前の秘密投票権」の必要性に
も共感している17。だが，民主党は雇用者らが失
業者をアワードの賃金・労働条件以下で雇うこと
を可能にしたり，小企業を例外として除いたり，
優良企業の雇用者が退出できるようにして労使関
係システムの個別化を進めることには反対してい
る18。
　保守連合の労使関係担当リースは上院の選挙制
度改革まで提言したが，ハワードは「より多い仕
事，よりよき給与」の実現に集中することを求め
た。上院の選挙改革は労使関係で敵対している最
大野党の労働党を味方にしなければならない19。
このような点から，労使関係改革のために選挙制
度改革をするという手段も不可能であった。
　同じ 2 月，マスメディアが政権の情報をリーク
した。それは以下の 6 点である。第一の点は「不
利益審査」の緩和である。企業が失業者を採用す
る場合，通常とは別の制度が適用される。具体的
には，職場関係法の不当解雇禁止規定の適用除外
を認めることなどが含まれる。第二の点は労使関
係委員会が最低賃金問題を審査する権限を失うこ
とである。第三の点は小規模企業が通常の労使関
係制度の適用を除外されることである。第四の点
は長期失業者が雇用された際の賃金が通常の労働
者に比べ引き下げられることである。第五の点は
失業者の相互義務の強化である。失業手当受給の
代わりに，失業者は労働，訓練，教育のいずれか
に従事しなければならない。第六の点は低所得者
に対する税額控除である20。以上の第一点から第
六の点までを概観すると，労働者を労働市場へ参
加させる一方，アワードを回避しながら低賃金労
働市場を作り出す目的であることがわかる。この
ニュースが流れると，労働組合・労働党・上院は
反発した21。
　1999年 7 月に提出された労使関係改正法案も上
院の民主党によって阻まれた。この法案はスト実
施の際の秘密投票義務化，更なるアワード簡素
化，労使関係委員会の権限縮小，組合代表の職場
立ち入り権の制限とクローズド・ショップ禁止の
更なる強化，不当解雇禁止規定適用対象者の限定
等を主な内容としていた22。しかし上院の民主党
は労働組合の抗議を考慮して，これらのほとんど
を拒否した。その結果政府は1999年12月 2 日に法
案を取り下げた23。
3.6　その後
　1998年から続いてきた第二次労使改革も上院に
阻まれ続け，目立った成果を上げることができな
かった。保守連合政府も，2000年代になると労使
関係では大した成果を出せないという態度を示し
始めていた。しかし事態はその後急転する。
　民主党内で消費税（GST）導入を巡る内紛が
起こり24，その影響によって2004年10月 9 日の連
邦議会選挙で，ハワード首相率いる保守連合が再
選を果たし，上下両院で過半数を占めることがで
きた。民主党はこの選挙で 1 議席も増やせず，
キャスティングボートの役割を失った。ハワード
保守連合政府は議席上では圧勝した。しかし，こ
の選挙中ハワード保守連合は労働党との支持率の
差を開かせることができなかった。また，上院で
一つの政党が過半数を握ることは非常に珍しい現
象であった。
　2005年11月にはテロ対策法とともに職業選択法
が提出された。この法案には不利益審査の廃止や
パターン交渉の禁止が盛り込まれていた。職業選
択法のそれに対し上院での賛成は保守連合，反対
は労働党，緑の党，民主党，家族優先党であっ
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た。興味深いことに，家族優先党は保守政党であ
るにも関わらず反対した。また教会も労使関係改
革に反対しており，保守層が必ずしもすべて労使
関係分権化に賛成していたわけではないことが暗
示されている。労働組合は激しい反対デモを行っ
た。職業選択法は2005年11月 2 日に下院で可決さ
れ，上院では2005年11月14日から2005年11月22日
まで審査会が開かれた。この審査期間は短すぎる
と労働党・民主党・緑の党などの野党は批判し
た25。
　労働組合や労働党が激しく反発する中，職業選
択法は2006年 3 月に施行される。しかしこの法案
は非常に国民に評判が悪かった。 6 割が反対し，
2 割のみが賛成するというありさまであった26。
当時失業率は下がっていた。1998年にハワードが
「失業率を下げるために労使関係改革を行う」と
いうレトリックが2006年では説得力を持たなかっ
たのであろう。国民から見れば，ハワードの労使
関係改革は労組潰しが目的でイデオロギッシュな
改革と受け止められた。一方，この法案をオース
トラリア経営者協議会や ACCI などの経営者団
体は労使関係の歴史的転換点として称賛した。そ
してハワード保守連合政権が敗北する2007年まで
「上手くいっている」，と評価し続けた。
　職業選択法は労働党政権に交代すると2007年11
月に廃止された。この法律はハワード首相が敗北
する原因となったとも言われる。しかしオースト
ラリアの選挙は過去の選挙が示すように不確実性
が強い。支持率と投票率と議席率は正確に一致す
るわけではない。労使関係改革の影響は強かった
が，それ以外の争点で人気が出れば必ずしも敗北
が確定したわけではない。首相ハワードの競争相
手である労働党のビーズレイは人気が低迷してい
た。保守連合と労働党の支持率が逆転したのは
2006年末にケビン・ラッド氏が労働党党首になっ
てからである。以上により労働党政権という党派
性がワークチョイスを廃止した主な説明変数と考
えられる。
4　ニュージーランド：労使関係が
分権化した自由市場型経済
　ニュージーランドでは1970年代から1980年代前
半にかけての経済危機の結果成立したロンギ労働
党政権がロジャーノミクスと呼ばれる急激な新自
由主義改革を実行した。その一方で，労働党政権
は労働市場の規制緩和をあまり進めなかった。さ
らに労働党政権は1989年からは労働組合との全国
レベルの交渉を実施しようともした。しかし1990
年の選挙で単独過半数を占めて勝利したボル
ジャー国民党政権は経営者団体の意向を強く反映
した雇用契約法を制定し，労使関係を企業・個人
別にまで分権化させた。
4.1　政党の労使関係に関するイデオロギー位置
　ニュージーランドにおける二大政党は労働党と
国民党であった。さらに小選挙区制に基づく一院
制を採用していたためこのどちらかの政党が単独
過半数で政権を取った。労働党は1980年代に経済
政策は市場原理的なものを採用したが，国際政党
組織における所属は社会主義インターナショナル
加盟であり，労使関係においては社民・労働の位
置と置くことができよう。それに対して，国民党
は国際民主同盟のみに加盟しており（より穏健な
中道民主インターナショナルには加盟していな
い），労使関係においては保守であると考えられ
る。
4.2　分権化が話題になる以前（1984年まで）
　1970年代までニュージーランドの労使関係は，
国家による強制仲裁と調停という特徴を維持して
いた。1894年の「労使関係調停と介入」法におい
て「立法は，調停と介入を通じて産業組合・協同
組合の形成を促し労使紛争の解決を図るように設
計される」とされた（Harbridge and  Moulder 
1993）。そして多数の労働組合が分立する一方，
賃金交渉は労使で自発的に行われず，国家の賃金
委員会によってコントロールされていた。これは
同質的な労働力を生み出し，賃金を低く抑えるも
のとして，経営者からも支持されていた。だが，
このシステムは，中央で賃金交渉が行われる一
方，企業別に独自に賃金交渉が行われる「二層シ
ステム」であり，1970年代のインフレを生み出し
ている原因とされた。しかし，労働市場の改革に
ついての議論は1984年まで盛り上がらなかった。
1976年から1984年までの間マルドゥーン国民党
（中道右派）政権は，石油危機を乗り切るために
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「大きく考えよう」という言葉をスローガンに，
積極的財政政策を取った。しかしこれらの積極的
財政支出の効果は短期的なもので，その後の国民
経済はインフレーションと財政赤字に悩まされ
る。一方，当時は1973年労使関係法に基づきア
ワード等に定める基準を上回る労働条件を得るた
めの労使交渉を行うことが可能とされていたが，
不安定な経済情勢を背景に，違法なストライキ，
それに対抗するロックアウトが多発した。1982年
6 月23日には，マルドゥーン国民党政府は，悪性
インフレーションに対応するために賃金凍結を発
した（田中2007）。労働組合はこれに反発した。
4.3　労働党政権（1984年～1990年）：
ロジャーノミクスと労使関係改革の実行，
労使関係企業・個人レベルへの分権化回避
　1984年ロンギ労働党が政権に就くと，マル
ドゥーン政権時に定められた賃金と物価の凍結を
解除した（田中2007）。ロンギ新政権は，大蔵大
臣ロジャー・ダグラスのもとロジャーノミクスと
呼ばれる新自由主義改革を行った。オーストラリ
アでの為替相場の自由化・国有企業の民営化が労
組と労働党との協調でもって漸進的な改革で行わ
れたのに対して，ニュージーランド労働党の新自
由主義改革はラディカルなものであった（Schwartz, 
1994: 548-549）。党内ではコーポラティズム的支
持者の力は限定され，自由市場主義者や大蔵省の
力が主流となった。労働党政権は金融市場を規制
緩和し，為替相場を変動制にし，政府貿易活動の
法人化または民営化や公共サービスのリストラを
開始した。また補助金と関税補助を削減し，消費
税を導入し，マネタリスト的なマクロ経済政策を
追求した。しかし，この政府は労使関係を脱集権
化させることはなかった（Harbridge and  Moulder, 
1993: 63）。
　1985年の労使関係修正法においては，強制的労
組主義を再導入して組合の力を再強化した。更に
1987年労働党政権は「労働関係法」を定め，「労
使関係の現代化」を行う。これは強制仲裁制度か
ら統一的な団体交渉制度への移行であり，労使関
係の企業・個人レベルへの分権化ではなかった。
　経営者達は，高い失業率の中で，自分達の新し
い交渉力に気づき始めた。彼らは労働党政権の政
策変化がいっそうの分権的交渉構造への移行につ
ながることを期待していた。彼らは，経済の規制
緩和により労働市場においても同様のことが起こ
るべきであると主張した。強力な経営者ロビー団
体であるラウンドテーブル（Roundtable）など
はこうした視点を後押しした（Bray and Walsh, 
1998: 369）。しかし労使関係分権化は国民党が政
権に就くまで待たねばならなかった。
4.4　ボルジャー国民党政権（1990年～）：
労使関係分権化に成功
　新自由主義改革への批判を受け，1990年10月27
日の選挙において労働党は下野する。この選挙に
おいて，国民党は以下のような労働市場の規制緩
和を公約に含んでいた。「国民党はクリスマスま
でに強制組合主義と一度組合が登録されるとその
リストに含まれた職業の全労働者を自動的にカ
バーするシステムを廃止する。このことは，労働
者と使用者は個々の職場・企業・産業によって自
由に契約を交渉できることを意味する27」。一方，
選挙前，与党労働党ではジム・アンダートンが
「極端な自由市場政策」28に反発して新労働党を
結成するなど，内部分裂の様相を呈していた。ま
た経済が悪化する中，国民党が労働党を支持率で
上回っていた。しかし表 2 のように1989年には労
働党が支持率を逆転する場面もあった。
　1990年10月の43次ニュージーランド議会選挙
は，国民党が97議席中67議席，労働党29議席，新
労働党1議席で，国民党が過半数を大幅に上回り
勝利した。この勝利は小選挙区制による効果が大
きい。実際の得票率を見ると，表 3 のように国民
党は過半数に届いていない。しかし小選挙区制度
による恩恵のために，国民党は議会において過半
数の議席を得ることができた。
　ニュージーランドの全国的労働組合 NZCTU
（New Zealand Council of Trade Unions，ニュー
ジーランド労働組合評議会）の書記長であるゲ
リーは，新首相のボルジャーに何度も成長合意を
継承するよう対話を申し込んだ。また生産性に見
合った賃金抑制にも努めた。しかし経営者団体は
成長協定のいかなる延長もないと言い切った。経
営者団体である連盟のスポークスマンであるアン
ディ・グレゴリーは「「成長合意」のような全国
的合意は，使用者が目指す地方レベルの交渉形態
にとっては時代遅れである」と述べた29。
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　1990年12月20日ボルジャー政権の発表した大規
模な削減案には労使関係を抜本的に変革する案も
含まれていた。ニュージーランドの一世紀も続い
た古い労使関係システムは政府によって枠組まれ
た新労働法のもとでラディカルな変革に直面し
た30。労働大臣のバーチは，「雇用契約法案は労
使関係において『ラディカル』に新しい時代を開
く」と言った。この雇用契約法は以下のような内
容であった。第一の点は結社の任意性を前提とし
て，集団的雇用利益促進のために従業員に他の従
業員と協同してもしなくてもよい権利を与えるこ
とである。いかなる従業員組織のメンバーシップ
も自発的であり，従業員組織のメンバーか非メン
バーかを条件とした雇用事項に伴う差別は禁止さ
れる。第二の点は代表性と交渉事項に関すること
である。雇用契約法は調停委員会メカニズムと介
入裁判所と「アワード」の概念を廃止する。全て
の交渉は雇用契約（団体交渉だけでなく個人契約
をカバーする期間）へと向かう。経営者と従業員
は交渉において彼らを代表するのは誰なのかを選
択 す る 自 由 が あ る（Harbridge and Moulder 
1993: 63-64）。このように事実上個人契約への強
調と，団体交渉への強調の欠如は，非常に明確
だった。そのため，雇用契約法はほぼ間違いなく
国際労働機関（ILO）協定のいくつかの必要条件
（ILO 協約87『結社の自由と組織化の権利の保
護』，ILO 協約98『組織化の権利と団体交渉』，
ILO 協約154『団体交渉』を満たすことはできな
か っ た と い う（Harbridge and Moulder 1993: 
64）。経営者と従業員は自らを代表することがで
き，また彼らが選んだいかなる人・グループ・組
織でも代表されることができる。経営者はいかな
る交渉過程にも参加する義務をもたない。つま
り，この雇用契約法では交渉義務と，誠意ある交
渉を確実にするための過程が保証されない。
ニュージーランドが経験していた当時の経済不況
を考えれば，交渉するかしないかを決定するパ
ワーは，著しく経営者に依存することになる
（Harbridge and Moulder 1993: 64）。オースト
リアの職場関連法では従業員と経営者がアワード
から「脱退して」，新しい個人契約を作らねばな
らなかった。それに対してニュージーランドの雇
用契約法では団体交渉が期限切れになったとき，
従業員は期限が終了した団体契約と同じ条件で個
人契約に自動的に移行する（Bray and Walsh, 
1998: 371）。
　この雇用契約法は，分権化を徹底して進めた。
労働党や労働組合はこの法案を労組への攻撃であ
るとして審議に反発した31。しかし労組の抵抗や
「成長合意」を守る努力も功を奏さず， 5 月14日
に雇用契約法は施行された。トラクスラー指標，
ケンワーシー指標においてもこの時期の賃金交渉
は企業別・個人レベルにまで分権化しており，多
くの文献で分権化が確認されている。特に1990年
から1991年にかけての交渉ラウンドで多くの協約
が 締 結 さ れ る た め（Harbridge and Moulder 
1993: 65），雇用契約法の影響は以下の表4.1や表
4.2で示されるように非常に急激に現れた。
5　結論と今後の課題
　本号「政権や政党が与える労使関係への影響（2）」
では，前号で提示した仮説を，オーストラリアと
表 2　労働党と国民党の支持率
1988年 4月 1989年 8月 1989年10月 1989年12年 1990年 2 月 1990年 5月 1990年 7月 1990年 9月 1990年10月
国民党 63 46 48 53 54 55 52 53 51
労働党 30 48 45 39 35 30 29 32 35
（数字は％，100％を満たすための他党は，表３参照）
（出所 The New Zealand Herald “Labour cuts gap but National looks home” 1990　October 25）
表3　1990年10月27日第43次ニュージー
　　　ランド議会選挙の得票比率（％）
1987年 1990年
国民党 44 47.8
労働党 48 35.1
民主党 5.7 1.7
価値と緑 0.1 6.8
新労働党 ― 5.2
キリスト的遺産 ― 0.5
ニュージーランド党 0.3 ―
他 1.4 2.3
100 100
（出所 Election New Zealand）
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ニュージーランドの80年代以降の労使関係改革を
比較しながら実証してきた。オーストラリアでは
労働党が政権に就いている間労使関係の分権化は
緩やかだった。保守政党が政権に就いても，中道
政党に労使関係改革は阻まれ，労使関係を企業
別・個人別中心レベルにまで分権化させることは
できなかった。一方ニュージーランドでは，80年
代労働党政権の下では労使関係の企業別・個人別
中心レベルでの完全な分権化は起こらなかったも
のの，90年に保守的な国民党が過半数単独政権と
なると，労使関係は企業・個人レベルに分権化し
た。
　オーストラリアの事例は，資本主義の多様性論
に代表される枠組みにおいても政権や政党の党派
性の影響は無視できないことを示している。第一
号の第一章で論じた資本主義の多様性論におい
て，セーレンは，協調市場型経済の労使関係は集
団主義をとり，自由市場型経済においては分離主
義（segregation）をとり，その選好は経営者に
委ねられているとした。しかしニュージーランド
とオーストラリアでは経営者の選好は企業別・個
人別への分権化だったのに関わらず，オーストラ
リアの労使の賃金交渉は完全に分権化には至って
おらず，集団主義的な要素を残している。この点
で，セーレンの議論ではその相違を説明できない
事例となっている。むしろ，政権の党派性が重要
な影響を持っているのではなかろうか。
　労使の賃金交渉の企業別・個人別レベルへの分
権化は，労使関係における分離主義が支配的にな
ることを意味し，それによって労働者間の賃金格
差は拡大することが予想される。表5ではそのこ
とを示している。オーストラリア，ニュージーラ
ンド両国とも1980年代賃金格差はなだらかに拡大
しているが，1990年代にはニュージーランドの賃
金格差拡大が著しい。これはニュージーランドに
おいて保守の国民党政権による雇用契約法の結
果，労使関係が企業別・個人別レベルに分権化し
たことが要因と考えられる。1980年代は経済的左
派政党であるはずの労働党政権は新自由主義的改
革を行ったが，労使の賃金交渉を企業・個人別レ
ベルへ分権化させることはなかった。そのため
1980年代ではオーストラリアの緩やかな賃金格差
拡大と大差がない。オーストラリアにおいては労
働党政権からハワード保守連立政権へと移行した
後も，賃金格差に急拡大は見られない。これは保
守連立政権が労使の賃金交渉を企業・個人別レベ
ルへ移行させることを上院の中道政党に阻まれた
からであろう。
　労働市場の規制緩和が叫ばれる昨今，労使の賃
金交渉のレベルが生産性にどう影響するのかは議
論の余地がある。しかし労使の賃金交渉が労使関
係の分離主義的モデルの象徴である企業・個人別
中心レベルになれば，労組は弱体化し，労働者間
の賃金格差は急拡大することが想像される。資本
主義の多様性論の指摘通り，経営者間の調整能力
と経営者らの選好も影響を持っているだろう。し
かし，それだけでは労使の賃金交渉が企業・個人
別レベル中心にまで分権化し，賃金格差が急拡大
表 4.1　個別的・団体的雇用契約の範囲の変化
個別的雇用契約 統一的交渉（及びアワード） 企業別交渉 混合型
団体交渉合計
（個別的雇用契約以外）
1991 年 5 月 28 59 13 － 72
1992 年 8 月 52 8 35 5 48
1993 年 8 月 40 9 37 8 54
1996 年 8 月 49 11 34 4 49
（出所 Hector and Hobby 1998: 314）
表 4.2団体交渉範囲における変化：ニュージーランド 1989 年―1993 年
契約のタイプ
1989年 /1990年
カバーされる従業員数（千人）
1993年
カバーされる従業員数（千人）
変化率（%）
統  一  交  渉 553.9  90.0  － 84
企 業 別 交 渉 167 337.1 ＋ 101
交渉カバー数 721.4 428.7  － 41
（出所 Barry and Wails 2004: 439）
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し，労働組合が弱体化することを説明することは
できない。議会での政権を担う政党や拒否権を担
える政党の党派性という変数も，労使関係の分権
化と賃金格差と労組弱体化に影響を持っていると
提案したい。
　本稿では労使関係の分権化の潮流の中でニュー
ジーランドとオーストラリアを比較した。しかし
議会における党派性が労使関係の集権化や分権化
をどれほど影響しているか，より研究を拡げてい
きたい。
表 5　a1980-2001 における収入格差の傾向
1980-84 1985-89 1990-94 1995-99 2000-01
オーストラリア 2.88 2.83 2.82 2.94 3.07
オーストリア 3.45 3.49 3.56 ‥ ‥
ベルギー ‥ 2.40 2.28 ‥ ‥
カナダ ‥ ‥ ‥ 3.65 3.71
デンマーク 2.17 2.18 2.16 ‥ ‥
フィンランド 2.49 2.50 2.39 2.36 2.41
フランス 3.18 3.19 3.21 3.07 ‥
ドイツ 2.88 2.86 2.79 2.87 ‥
アイルランド ‥ ‥ 4.06 3.97 ‥
イタリア ‥ 2.29 2.35 2.40 ‥
日本 3.08 3.15 3.07 2.99 ‥
オランダ 2.47 2.55 2.60 2.85 ‥
ニュージーランド 2.89 2.90 3.06 3.28 ‥
ノルウェー ‥ ‥ ‥ 1.96 2.03
スウェーデン 2.01 2.09 2.11 2.23 2.30
スイス ‥ ‥ 2.71 2.69 ‥
イギリス 3.09 3.30 3.39 3.45 3.40
アメリカ 3.91 4.23 4.39 4.59 4.64
‥データなし
a) フルタイマー従業員の上位 10% と下位 10% の粗所得比率
（出所 OECD Employment Outlook 2004）
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［注］
 1 Paul, Aron, and Miller, Luke, “The Third : A Brief 
History of the Australian” p4 http://www.australian-
democrats.org.au/history.php（2013 年 9 月 28 日閲覧）
 2 ibid.,p.6
 3 ibid.,p.6
 4 ibid.,p.13
 5 ibid.,p.13
 6 ibid.,p.13
 7 The Age May23, 1996 “A Better way for Australians 
to work”
 8 山邊『政権や政党が与える労使関係への影響⑴』 2 章
 9 The Age May23, 1996 “A Better way for Australians 
to work”
10 The Age May 25, 1996 A22 “Gloves off in the work-
place”
11 The Age May 24, 1996 “Kernot to delay IR law vote”
12 The Sydney Morning Herald May 24, 1996 p.1 “Reith 
plan on the table” by Michael Millett
13 The Sydney Morning Herald ibid.
14 The Age May 24, 1996 “Kernot to delay IR law vote”
15 The Sydney Morning Herald ibid.
16 The Age May 28, 1996 A7 “Kernot to delay IR law 
vote”
17 The Age February 20, 1999 “Grand Plan will need the 
Democrats”
18 The Age ibid.
19 The Age ibid.
20 労働政策研究・研修機構ホームページ『オーストラリ
ア・海外労働情勢』1999年 6 月
21 労働政策研究・研修機構ホームページ『オーストラリ
ア・海外労働情勢』1999年 6 月
22 労働政策研究・研修機構ホームページ『オーストラリ
ア・海外労働情勢』2000年 3 月
23 労働政策研究・研修機構ホームページ『オーストラリ
ア・海外労働情勢』1999年 6 月，同上
24 労働政策研究・研修機構ホームページ『オーストラリ
ア・海外労働情勢』2003年 2 月
25 The Sydney Morning Herald November 9, 2005 “Senate 
inquiry on work laws to be short and tight” by David 
Humphries
26 The Age May 28, 2005 p.6 “Votes’ view Federal votings”
27 New Zealand Herald November 5, 1990 p.9 “Promises, 
promises: What they said”
28 New Zealand Herald November 25, 1990 Section 1 p.1
29 New Zealand Herald November 3, 1990 p.5 “Employ-
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ers say extension not for them”  by Tim Donoghue
30 New Zealand Herald December 20, 1990 p.1 “Ruth‘s 
Recipe, industrial relations shook up” from Andrew Stone 
in Wellington.
31 New Zealand Herald May 1, 1991
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